
日本語指導アドバイザリーボード設置要綱  
 

令和元年５月２９日 
総合教育政策局長決定  

 
１．趣 旨  

地方公共団体における外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能力の向上

を図るとともに、日本語指導の指導者を養成するため、文部科学省に日本語指

導アドバイザリーボードを設置し、日本語指導アドバイザーの派遣等を実施す

る。 

 
２．実施内容  

（１）地方公共団体に対する、外国人児童生徒等教育の推進に係る助言 

（２）地方公共団体等が実施する日本語指導の指導者養成研修における指導 

（３）今後の外国人児童生徒等に対する支援方策の検討 

（４）その他  
 
３．実施方法  

別紙のアドバイザーにより、上記２．に掲げる業務を行うものとする。  
 
４．実施期間  

令和元年５月２９日から令和２年３月３１日までとする。  
 

５．アドバイザー派遣の流れ  
別に定める。  

 
６．実施期間  

令和元年５月２９日から令和２年３月３１日までとする。  
 

７．その他  
（１）別紙のアドバイザーについては､本要綱に基づき、別途文部科学省から

委嘱を行う｡ 
（２）派遣業務に係るアドバイザーへの旅費・謝金等の支出については、派

遣者からの報告に基づき、文部科学省から支出する。  
（３）派遣を受け入れた地方公共団体等は、派遣終了後速やかに派遣結果の

報告を文部科学省に行うとともに、派遣効果の普及のために、積極的に

報道機関への周知や、各種会議での報告等を行うことに努めることとす

る。  
（４）本件に係る手続等の庶務については、文部科学省総合教育政策局男女

共同参画共生社会学習・安全課が行う。 
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